
はじめに 

 

 鉄道や道路、港湾等の交通施設、堤防や水門等の防災施設、上下水道や電力、ガス、廃

棄物処分等の供給処理施設、公園や街路等の広範囲な都市施設、文教施設、医療施設等の

社会全体で利用し、直接及び間接に不特定多数の人々に恩恵を及ぼす施設である社会資本

が存在してはじめて、我々の近代的な生活と社会活動は成立します。 

 

図 0-1 社会資本の分類 

資料：経済企画庁 

 

社会資本には、その所有形態、目的、規模等の点において様々なものがありますが、一

つの便宜的な分類整理として図 0-1 のようなものがあります。一つの施設が多様な効果を

果たすため、生活基盤と生産基盤を厳密に区分することはできませんが、概して、「生産基

盤関係」については、必ずしも生活者が直接に利用せず、その効用は商品等の供給という

間接な形で広く薄く不特定の地域と人々に及ぶため、その存在が認識され難いものも多い

でしょう。また、「生活基盤関係」や「国土保全関係」は、その存在が空気のような当然の

ものとなっているでしょう。 

本資料は、ともすると存在が認識され難い社会資本について、地域の方々と広く国民全

体がその在り方を考える契機を提供するために、「東京圏の社会資本」1を事例に、その効用

と今後の課題を具体的に紹介するものです。 

 構成としては、第１，２章で少し長い時間スパンで、東京圏の姿がどう形づくられてい

るかを述べ、第３章から第７章で、機能毎に比較的最近に整備された東京圏の社会資本が

どのような効果を生んでいるかを中心に既存の調査研究データを再整理する形で記述し、

                                                  
1 ここでは、東京区部に立地するあるいは効用をもたらす社会資本およびそれらと一体になって効果を発

揮する社会資本を総称するため使用している。「東京圏」とは特定の地域を区分して指している訳ではなく、

東京または東京湾岸域等の近隣域を指す。 

《国土保全関係》
 

治水施設 
治山施設 
海岸施設 

 
等 

《生活基盤関係》 
 

住宅、宅地造成 
上水道、下水道 

 都市公園、駐車場、 
清掃施設、学校、 
社会教育施設 

 

《生産基盤関係》
 

工業用水道 
工業用地造成 

道路流通施設 
鉄道 電力施設、 
電気施設 ガス施設 
通信施設 農業基盤 体育施設、文化施設、 

林道、漁港 訓練施設、保健所、 
空港、港湾 病院、社会福祉施設 

ターミナル 等 官公庁施設 等 



第８章で東京圏の社会資本整備に課せられた課題を大括りに記述し、第 9 章で社会資本の

効果、課題を通観しつつ、これまでに整備された社会資本の保全と再構築の必要性に触れ、

社会資本をより良いものにしていくための広範囲な議論が展開されることを切望して結び

としています。 

なお、本資料は、国土技術政策総合研究所 公共投資プロジェクトチームがとりまとめ、

平成 17 年 8 月に国土技術政策総合研究所ホームページで公開したものを国総研資料として

刊行したものです。作成にあたりましては、関係行政機関等から様々な資料のご提供と、

助言者、作成協力者の方々からのご協力をいただきましたが、本資料の見解は、同プロジ

ェクトチーム メンバーのものであり、国土交通省や東京都、その他資料をご提供いただ

いた関係機関等の見解を必ずしも代表するものではないことを申し添えます。 
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